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This article focuses on the future of the 1F decommissioning and extraction of fuel debris at 
Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant (1F). To succeed to 1F accident in and lessons from the nuclear 
disaster to future generations is important factor to create the future style of the 1F decommissioning. 
Japan’s government and TEPCO officially decide “the Medium-and-Long term Road Map” which sate to 
finish the 1F decommissioning in 30‒40 years later from achievement of the cold shutdown state of 1F, 
December 16th, 2011. In addition, the government of Fukushima Prefecture requested the greenfield of 
1F onsite by total takeoff and outside the prefecture export of the debris. However, the prefectural plan 
lacks in objective grounds from 1F accident in the future called greenfield of 1F onsite and the 1F decom-
missioning in 30‒40 years after the accident. This article reexamines a way of thinking assuming “ex-
traction of fuel debris,” and it is necessary to review social value of 1F from a point of view to succeed to 
Fukushima nuclear plant accident and a lesson of the nuclear disaster to future generations, and to devel-
op. To that end, this paper examines the way of the 1F decommissioning after considering a technical as-
pect and the social side, and it is demanded to show various choices of the future style of the 1F decommis-
sioning by the talks with local communities.
1.　はじめに：福島原発事故と原子力災害の教訓を考える
日本社会は，2011年 3月 11日の東日本大震災・福島原発事故から 10年を迎える。日本社会だけ
でなく，世界にも大きな衝撃を与えた福島原発事故および原子力災害からの復興過程から，どのよう
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写真 1　福島第一原子力発電所（2020年 8月 27日）
（出所）東京電力ホールディングス株式会社












表 2に，2019年 12月 27日，第 5回改訂された「中長期ロードマップ」に掲げられた 4つの原則














2011年 12月 21日 「中長期ロードマップ」初版策定
2012年 7月 30日 「中長期ロードマップ」の第 1回改訂
廃炉制度の形成期 
（2013年～2014年）
2013年 6月 27日 「中長期ロードマップ」の第 2回改訂
2013年 8月 19日 汚染水貯水タンクから汚染水約 300 m3が漏えいするトラブル発生
2013年 9月 3日 「汚染水問題に関する基本方針」が決定 
廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議の設置
2013年 9月 10日 原子力災害対策本部の下に廃炉・汚染水対策チームの設置
2013年 12月 20日 「廃炉・汚染水問題に対する追加対策」決定 
廃炉対策推進会議が関係閣僚等会議へ統合
2014年 2月 17日 廃炉・汚染水対策福島評議会の設置
廃炉制度の稼働期 
（2014年～現在）
2014年 8月 18日 原子力損害賠償支援機構に廃炉等支援業務が追加され，原子力損害賠償・
廃炉等支援機構へ改組
2015年 6月 12日 「中長期ロードマップ」の第 3回改訂
2017年 5月 10日 機構法の改正法が成立 
廃炉に係る資金を管理する積立金制度の創設
2017年 9月 26日 「中長期ロードマップ」の第 4回改訂
2019年 12月 27日 「中長期ロードマップ」の第 5回改訂
̶     ̶


























第 3回改訂（2015年 6月 12日）が最初であり，第 3回改訂から「1. 汚染水対策，2. 使用済み燃料プー
ルからの燃料取り出し，3. 燃料デブリ取り出し，4. 廃棄物対策」という 4つの中間目標が設定された。

























・ 2020年内，汚染水発生量 150 m3/
日程度に抑制
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（第 3回改訂），2023年度（第 4回改訂），2027年度～2028年度（第 5回改訂）と，「中長期ロードマッ
プ」改訂のたびに大幅延期が繰り返されている。同様に，2号機の使用済燃料プール（615本：使用
済燃料 587本，新燃料 28本）からの取り出し開始予定も，2020年度（第 3回改訂），2023年度（第
4回改訂），2024年度～2026年度（第 5回改訂）と延期が繰り返されている。
ちなみに，3号機の使用済燃料プール（566本：使用済燃料 514本，新燃料 52本）からの燃料取

















ス・セラフィールドで開発中の特殊鋼製ロボットアーム（長さ約 22 m, 重さ約 4.6 t）の動作試験が
遅れ，2021年内の開始は不可能となり，「デブリ取り出し」計画は大幅な修正をせざるを得ない状況
である（『日本経済新聞』2020年 12月 23日，『朝日新聞』2021年 2月 11日）。
いずれにしろ，「中長期ロードマップ」は最初から「デブリ取り出し」ありきとなっている。なぜ
「デブリ取り出し」ありきなのかについては，当初は水棺方式やチェルノブイリのような石棺方式な
どの議論もあったが，1, 2, 3号機の破損状況や後に述べる福島県などの地元首長からの 1F更地（グ
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福島第一原子力発電所（1F）廃炉の将来像と「デブリ取り出し」を考える
リーンフィールド）要望などを受け，「デブリの取り出し」ありきとなり，最初の「中長期ロードマッ
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福島第二原子力発電所（4基，BWR, 各 110万 kW）の「廃止措置計画」では，第一段階（10年：
解体工事準備期間），第二段階（12年：原子炉本体周辺設備等解体撤去期間），第三段階（11年：原
子炉本体等解体撤去期間），第四段階（11年：建屋等解体撤去期間）となっており，全体で 44年の
廃炉プロセス，放射性廃棄物の総量 51,690トン，廃炉費用の総額は 2,823億円（1基当たり 706億円）
となっている。
しかし，1Fの 1, 2, 3, 4号機は事故炉であるため，原子炉等規制法の廃止措置計画の対象ではない。















1F立地自治体である大熊町・双葉町では，1F事故から 30年から 40年後には，事故を起こした 1F







島県 2019, p. 2）とされている。また，朝日新聞の 1F廃炉の将来に関する取材に対し，福島県担当者
は「廃炉が進むイメージが持てれば，住民が帰還を判断しやすくなる。最終形は，放射性廃棄物が敷
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後の 1985年 10月 30日から「デブリ取り出し」が行われ，1990年 1月 30日までの 4年 3ヶ月でデ




2019）。事故処理の費用は 23億ドル（2012年価格）であった（Barrett 2014, p. 65）。現在も TMI-2
の炉内には，1,125 kg程度のデブリが残っている（GPU Nuclear 1990, p. 8‒1）。
TMI-2事故は 1基だけの事故であり，炉型が PWR（加圧水型炉）で圧力容器は破損しなかったた
め，デブリが相対的に均一かつ均質な状態であった。デブリは圧力容器の底に溜まった状態であり，
















事業を議論する市民パネル（TMI-2 Citizen Advisory Panel）が設置されていた。この市民パネルは，
原子力規制委員会（NRC）が連邦法（FACA）に基づき設置したものである。12名の委員は，地元
市長など地方自治体首長 3名，ペンシルバニア州立大学などの科学者 3名，州政府の役人 3名，
NPOや弁護士などの市民 3名となっていた（NRC 1994, p. 6）。
連邦法に基づく市民パネルであったが，委員にはワシントン DCの会議などへの出張費のみが支給
され，報酬は無しという（NRC 1994, pp. 7‒8），いかにも「古き良き時代」のアメリカらしい建て付
けであった。当初は 1年に 2回程度の開催ということでスタートしたが，結果としては，1980‒1993
年の 13年間に合計 78回の会合を行った（NRC 1994, p. 9）。年に 6回程度の開催となり，大変活発
写真 2　TMI-2における燃料デブリ取り出し作業と取り出し用工具
（出所）Barrett 2014, p. 52.
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な市民パネルで，毎回の会合には NRC委員や電力事業者，NPO, 市民などの多くの人が出席した。
NRC報告書にある“All past and present Panel members expressed surprise that the Panel survived 
for 13 years” （NRC 1994, p. ix）という一文が，TMI-2廃炉の地域対話の成功を物語っている。
（2）　チェルノブイリ原子力発電所 4号機：石棺から鋼鉄製シェルターへ









チェルノブイリ原発 4号機炉心には，溶けて固まった大量の核燃料（事故前の核燃料の量は 190 t）
が放置されている。時間をかけて廃炉方式を検討することとなっているが，「デブリ取り出し」は行
わず，その場で処理・保管する案も有力とされている。廃炉（事故処理）には 100年以上かかると言






（出所）BBC NEWS JAPAN, 2019年 4月 26日






の汚染水発生量は，470 m3/日（2014年度）から 174 m3/日（2020年 4月）と低下してきている。1,061





















炉の両立』とは何か」BP, 2020年 9月 27日，p. 4
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ついては，表 6に示した 880 tから，表 7に示した 644 tまで，様々な推計がされている。もともと




ブリ取り出し」に 4年 3ヶ月（1985年 10月 30日から 1990年 1月 30日）を要した（EPRI 1990, GPUN 
1990）。1年間の作業日を 260日とすると，TMI-2の「デブリ取り出し」の作業効率は，134,354 kg÷







BP, 2020年 9月 27日，p. 5.
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福島第一原子力発電所（1F）廃炉の将来像と「デブリ取り出し」を考える
リ取り出し」が可能として，1Fの全ての「デブリ取り出し」に要する年数は 28年となる。




甘くみて，1作業日当たり 50 kgの「デブリ取り出し」が可能と考え，年間作業日を 260日と仮定
して，880 tのデブリ全量を取り出すには 68年が必要となる。少し厳しくみて，1作業日当たり
図 3　1Fの 1号機，2号機，3号機のデブリ分布の推定
（出所）NDF（2020）「廃炉のための技術戦略プラン 2020」（2020年 10月 6日），p. 29.
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20 kgの「デブリ取り出し」とすると，年間作業日を 260日と仮定して，880 tのデブリ全量を取り
出すには 170年が必要となる。
甘くみても，1Fの全ての「デブリ取り出し」には約 70年が必要であり，少し厳しくみると約 170
年の年月が必要である。TMI-2ではデブリとして 1,125 kg, 核燃料として 900 kg程度が残っていると
推定されており（EPRI 1990, GPUN 1990），非常に条件の良かった TMI-2でさえ全ての「デブリ取
り出し」は出来なかったことを考えると，そもそも 1Fの「デブリ取り出し」にどこまでこだわるべ
きかについては，一度立ち止まって，真剣に検討すべきであろう。















































成されるドンレイ地域協議会（DSG: Dounreay Stakeholder Group）を設置することを決定した。
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（DSRL: Dounreay Site Restoration Ltd., NDAからライセンスを取得）は，スコットランド歴史協会
と協力して，DFR Sphereを含めたドンレイ・サイト全域の原子力施設の文化遺産価値を，以下の
4つの基準に基づき調査研究した。
①  証拠的価値（Evidential Value）：ドンレイ原発は高速増殖技術開発の歴史的証拠である。ドン
レイ・サイトには開発時の技術文書や設計図・写真，ドンレイ原発を訪問した首相，王室関係
者，国会議員のサインや記念品が保存されている。
②  歴史的価値（Historical Value）：ドンレイ原発は原子力技術開発史において重要な位置を占めて
いる。ドンレイ原発は世界初の商業発電・高速炉であり，イギリス原子力産業の人材育成拠点
であった。
③  美的価値（Aesthetic Value）：原子力技術の象徴である DFR Sphere（ドーム）と周辺の田園風
景が対照的であり，ドームは地域社会のランドマークとなっている。
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2020年 10月からは 1F廃炉の先研究会，地域社会，東京電力・国による「3者会合」を 4回開催し，
1F廃炉プロセスの地域資源化の進め方や 1F廃炉の将来像について議論を行なってきた。








③  ①案と②案との折衷案として，「デブリ取り出し」は行うが（例えば，デブリ全量 880 tのうち
3分の 2程度の 580 tの取り出しを目標とする），あまり無理をせずに，ある時点を中間ステー
ト（Interim State）として，100年程度は安全貯蔵を行う「1Fの将来の姿」。1Fの End Stateの
姿は，さらに 100年後の将来世代の決定に委ねる。
④  巨額の資金・資源を投入して，あくまでも 1Fオンサイトの全て（348.5 ha）をグリーンフィー
ルドにする 1F更地案（End State）。ただし，30～40年後という時間にはこだわらない。


























（1） 1F廃炉のあり方をめぐっては『朝日新聞』朝刊 2021年 2月 11日付けの 1～2面で「40年で廃炉　無理と言えず：前提の
デブリ除去　年内着手断念」と題する特集が組まれている。なぜ「30～40年後の廃止措置終了を目標」とすることになった
のか，その問題点などについて詳しく報道されている。なお，2面では筆者のコメントが掲載されている。また，『朝日新聞』
福島版 2021年 1月 23日付け 23面では，「イチエフ　原爆ドームのような道も：更地か遺構か　研究会の松岡・早大教授に
聞く」と題するインタビュー記事が掲載されている。このインタビュー記事は，以下の朝日新聞デジタルでも配信されてい




では，2021年 3月 6日に開催した第 10回原子力政策・福島復興シンポジウムの様子が，2021年 3月 14日の NHK総合




のテレビ朝日「報道ステーション」では，2021年 3月 6日に開催した第 10回原子力政策・福島復興シンポジウムが，2021
年 3月 14日の NHK総合「NHKスペシャル 廃炉への道 2021」では，2020年 1月 26日に開催した第 5回ふくしま学（楽）





（2） 「中長期ロードマップ」の最初の策定主体は，国の原子力災害対策本部であった。2015年 6月 12日の「中長期ロードマップ」





（4） シールドプラグである。2号機および 3号機では，直径が約 12 m, 分厚いコンクリート製の 3枚重ねで，総重量は 465 tで
ある。原子力規制委員会『中間取りまとめ』（2021）では，「2号機については、放射線量率が高い状況であることによる困
難さもあり，間接的な方法で東京電力が測定（2018年 11月）を行い，その結果に基づいて調査チームが評価を行った結果，




結果を分析した結果、シールドプラグの 1層目（頂部カバー）下面と 2層目（中間カバー）上面の間の部分に存在する Cs-





バー）上面の間の部分に，30 PBq程度の Cs-137が存在する可能性が高いとの結論を得た」（p. 17）としている。さらに，
「2号機及び 3号機のシールドプラグ下部に大量の Csが捕獲されている場合，東京電力福島第一原子力発電所事故時に環境
中（大気中）に放出された Cs量（15 PBq程度）が，チェルノブイル原子力発電所事故（1986年）時に環境中（大気中）に
放出された Cs量（85 PBq程度）と比較して少なかったことの主要な説明の 1つになると考えられる」（p. 19）と推定している。
（5） イギリスにおける中間ステート（Interim End State）は，廃炉作業やサイト環境修復は完了したが，中レベル放射性廃棄物
の最終処分場が利用可能になるまで，放射性廃棄物をサイト内貯蔵する状態である（UKAEA 2007）。イギリスの中レベル
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（6） イギリスのNuclear Heritage活動については，ランカスター大学のNuclear Cultural Heritage from Knowledge to Practiceのサ
イトを参照されたい。https://www.lancaster.ac.uk/the-ruskin/research/nuclear-cultural-heritage-from-knowledge-to-practice/
〈https://www.lancaster.ac.uk/the-ruskin/research/nuclear-cultural-heritage-from-knowledge-to-practice/〉また，アメリカで
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